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(百万円未満切捨て)

１．2027年３月期第２四半期（中間期）の連結業績（2026年４月１日～2026年９月30日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年中間期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する中間純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2027年３月期中間期 1,476,934 15.5 36,813 32.8 35,738 49.8 23,007 37.5

2026年３月期中間期 1,279,141 1.6 27,717 △4.0 23,856 △15.2 16,734 △17.2
(注) 包括利益 2027年３月期中間期 30,289百万円( 102.4％) 2026年３月期中間期 14,964百万円(△19.7％)

１株当たり
中間純利益

潜在株式調整後
１株当たり
中間純利益

円 銭 円 銭

2027年３月期中間期 119.15 －

2026年３月期中間期 83.58 －

（注）当社は、2026年４月１日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度の期
首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり中間純利益を算定しております。

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2027年３月期中間期 1,302,242 456,099 34.3 2,329.18

2026年３月期 1,212,662 432,951 35.3 2,197.63
(参考) 自己資本 2027年３月期中間期 446,727百万円 2026年３月期 427,480百万円

（注）当社は、2026年４月１日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度の期
首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産を算定しております。

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2026年３月期 － 125.00 － 165.00 290.00

2027年３月期 － 33.00

2027年３月期(予想) － 33.00 66.00

(注)１ 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

２ 当社は、2026年４月１日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っております。2027年３月期

（予想）については、当該株式分割後の株式数を基準とした金額を記載しております。

３．2027年３月期の連結業績予想（2026年４月１日～2027年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 3,000,000 12.7 70,000 19.8 65,000 24.4 45,000 17.6 234.62
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 有



※ 注記事項

（１）当中間期における連結範囲の重要な変更 ： 有

新規 16社（社名） HKGトレーディング㈱ほか15社 、除外 ０社（社名） －

（２）中間連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2027年３月期中間期 211,663,200株 2026年３月期 211,663,200株

② 期末自己株式数 2027年３月期中間期 19,866,741株 2026年３月期 17,144,520株

③ 期中平均株式数（中間期） 2027年３月期中間期 193,107,730株 2026年３月期中間期 200,228,776株

（注）当社は、2026年４月１日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度の

期首に当該株式分割が行われたと仮定して、発行済株式数を算定しております。

※ 第２四半期（中間期）決算短信は公認会計士又は監査法人のレビューの対象外です
※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（将来に関する記述等についてのご注意）
上記の業績予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、
今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。なお、業績予想に関する事項は、【添付資料】３
ページ「１.（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご参照ください。



阪和興業株式会社(8078) 2027年３月期 第２四半期（中間期）決算短信

1

○添付資料の目次

１．経営成績等の概況 ………………………………………………………………………………………………２

（１）当中間期の経営成績の概況 ………………………………………………………………………………２

（２）当中間期の財政状態の概況 ………………………………………………………………………………３

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 ………………………………………………………３

２．中間連結財務諸表及び主な注記 ………………………………………………………………………………４

（１）中間連結貸借対照表 ………………………………………………………………………………………４

（２）中間連結損益及び包括利益計算書 ………………………………………………………………………６

（３）中間連結キャッシュ・フロー計算書 ……………………………………………………………………７

（４）中間連結財務諸表に関する注記事項 ……………………………………………………………………９

（継続企業の前提に関する注記） ……………………………………………………………………………９

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） ……………………………………………………９

（中間連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用） ……………………………………………………９

（セグメント情報等の注記） …………………………………………………………………………………10

（重要な後発事象） ……………………………………………………………………………………………12



阪和興業株式会社(8078) 2027年３月期 第２四半期（中間期）決算短信

2

１．経営成績等の概況

（１）当中間期の経営成績の概況

【経済環境】

当中間連結会計期間における世界経済は、中東情勢の緊迫化による資源価格の高騰や供給制約への懸念、各国金融

政策の動向を受け、先行き不透明感の強い状況が継続しました。米国においては、物価上昇が継続するなか、個人消

費は緩やかな増加基調を維持し、旺盛なAI需要を背景とした企業活動や設備投資により景気は底堅く推移しました。

欧州においては、資源高を起点とするインフレ加速の影響を受けた一方、財政支出の拡大などにより景気は下支えさ

れました。中国においては、輸出は堅調に推移したものの、不動産市況の低迷や内需の弱さなどから、景気回復の勢

いを欠く状況が継続しました。ASEAN諸国においては、国によって景気の強弱に差がみられたものの、輸出の拡大な

どを背景に、経済は総じて底堅く推移しました。

国内経済については、個人消費の底堅さや価格転嫁の進展などを受けて、景気は緩やかな回復基調を維持しまし

た。一方で、物価上昇圧力の継続や日本銀行による金融政策などが国内経済に影響を与えました。

【業績の概要】

このような環境において、当中間連結会計期間では、非鉄金属や原油などの商品価格が高水準に推移したことによ

り、売上高は前中間連結会計期間比15.5％増の１兆4,769億34百万円となりました。利益面では、主にエネルギー・生

活資材事業やリサイクルメタル事業の利益率が改善したことなどにより、営業利益は前中間連結会計期間比32.8％増

の368億13百万円に、経常利益は前中間連結会計期間比49.8％増の357億38百万円に、親会社株主に帰属する中間純利

益は前中間連結会計期間比37.5％増の230億７百万円となりました。

【セグメント別の状況】

前第３四半期連結会計期間より、当社から連結子会社への株式譲渡による組織構造の変更に伴い、従来「鉄鋼事

業」に区分しておりましたCOSMOSTEEL HOLDINGS PTE. LTD.を「海外販売子会社」に変更しております。

なお、前中間連結会計期間比較につきましては、変更後の区分方法に基づき行っております。

鉄鋼事業においては、鋼材取引が拡大したことや、新規連結子会社の業績が寄与したことなどが収益を押し上げま

した。一方、大型工事物件の進捗が減少したことなどが利益を押し下げました。これらの結果、当事業の売上高は前

中間連結会計期間比2.1％増の5,521億66百万円、セグメント利益は前中間連結会計期間比5.7％減の165億66百万円と

なりました。

プライマリーメタル事業においては、銅価格が前中間連結会計期間比で上昇したことなどが収益を押し上げまし

た。また、SAMANCOR CHROME HOLDINGS PROPRIETARY LTD.からの持分法による投資損益が黒字に転じたことが利益を押

し上げました。これらの結果、当事業の売上高は前中間連結会計期間比12.1％増の1,222億19百万円、セグメント利益

は18億83百万円（前中間連結会計期間は、12億22百万円の損失）となりました。

リサイクルメタル事業においては、アルミやマイナーメタルなどの主要取扱商材の相場が高水準で推移したことや、

これら商材の需給環境が変化する中でも安定的な取引数量を確保したことなどが収益・利益を押し上げました。これ

らの結果、当事業の売上高は前中間連結会計期間比38.8％増の1,768億66百万円、セグメント利益は46億１百万円（前

中間連結会計期間は、２億49百万円の利益）となりました。

食品事業においては、外食産業向け販売が好調に推移したことや新規連結子会社の業績が寄与したことなどが収益

を押し上げました。一方、主にサケの取扱数量が減少したことなどが利益を押し下げました。これらの結果、当事業

の売上高は前中間連結会計期間比11.9％増の801億６百万円、セグメント利益は前中間連結会計期間比2.1％減の18億

９百万円となりました。

エネルギー・生活資材事業においては、原油価格が高値で推移したことや、需給環境が不安定な中においても一部

化成品の取扱数量を維持したことなどが収益・利益を押し上げました。これらの結果、当事業の売上高は前中間連結

会計期間比29.5％増の2,408億49百万円、セグメント利益は前中間連結会計期間比117.7％増の86億43百万円となりま

した。

海外販売子会社においては、東南アジアで鋼材や非鉄金属原料の販売数量が増加したことなどが収益・利益を押し

上げました。これらの結果、売上高は前中間連結会計期間比27.8％増の3,134億71百万円、セグメント利益は前中間連

結会計期間比15.4％増の31億42百万円となりました。
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その他の事業においては、住宅資材事業では、住宅メーカーとの取引拡大が進んだ一方、欧州材の採算が悪化した

ことなどから、増収・減益となりました。機械事業では、産業機械分野での完工物件が前中間連結会計期間比で減少

したことなどから、減収・減益となりました。これらの結果、売上高は前中間連結会計期間比6.4％増の672億39百万

円、セグメント利益は前中間連結会計期間比15.7％減の８億88百万円となりました。

（２）当中間期の財政状態の概況

【総資産・負債純資産の状況】

当中間連結会計期間末の総資産は、棚卸資産や売上債権の増加などにより、前連結会計年度末比7.4％増の１兆

3,022億42百万円となりました。

負債は、短期借入金や社債の増加などにより、前連結会計年度末比8.5％増の8,461億43百万円となりました。その

うち有利子負債は、前連結会計年度末比19.6％増の4,272億29百万円となり、当中間連結会計期間末のネット負債倍率

は、0.8倍（0.7倍※）となりました。

純資産は、親会社株主に帰属する中間純利益からの利益剰余金の積み上がりや為替換算調整勘定の変動などにより、

前連結会計年度末比5.3％増の4,560億99百万円となりました。この結果、当中間連結会計期間末の自己資本比率は、

前連結会計年度末の35.3％（37.3％※）から34.3％（36.2％※）に低下しました。

※ネット負債倍率及び自己資本比率の（ ）内の値は、2024年３月に実施した劣後特約付ローン（ハイブリッドロー

ン）500億円について、格付上の資本性（50％）を考慮して算出しております。

【キャッシュ・フローの状況】

当中間連結会計期間においては、仕入債務が減少したことや棚卸資産が増加したことなどから、営業活動によるキ

ャッシュ・フローは、159億84百万円の減少となりました。一方、投資活動によるキャッシュ・フローは、連結範囲の

変更を伴う子会社持分や有形固定資産の取得による支出などにより、487億52百万円の減少となりました。また、財務

活動によるキャッシュ・フローは、短期借入れや社債の発行による収入などにより、518億３百万円の増加となりまし

た。

これらの結果、当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べて114億27百万円減

少し、740億77百万円となりました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

連結業績予想につきましては、当中間連結会計期間までの業績が当初の想定を上回って推移したことに加え、足元

の事業環境等を踏まえて今後の業績見通しを精査した結果、2026年５月12日に公表した通期の連結業績予想を修正い

たしました。

売上高は３兆円（前期比12.7％増）、営業利益は700億円（同19.8％増）、経常利益は650億円（同24.4％増）、親

会社株主に帰属する当期純利益は450億円（同17.6％増）を見込んでおります。

なお、セグメント別経常利益の業績予想及び前回予想からの主な変更理由につきましては、本日公表いたしました

「2026年度（2027年３月期）第２四半期 決算説明資料」をご参照ください。

当期の連結業績予想数値の修正（2026年４月１日～2027年３月31日）

連結売上高 連結営業利益 連結経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
連結当期純利益

前回発表予想（A）
百万円

3,000,000
百万円

62,500
百万円

57,000
百万円

40,000
円 銭

205.64

今回修正予想（B） 3,000,000 70,000 65,000 45,000 234.62

増減額（B－A） ― 7,500 8,000 5,000 ―

増減率（％） ― 12.0 14.0 12.5 ―

(ご参考)前期連結実績
（2026年３月期）

2,662,669 58,444 52,262 38,265 193.13
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２．中間連結財務諸表及び主な注記

（１）中間連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 85,672 74,240

受取手形、売掛金及び契約資産 404,984 433,436

電子記録債権 90,400 81,945

棚卸資産 291,370 323,573

その他 58,236 57,684

貸倒引当金 △1,958 △2,057

流動資産合計 928,704 968,822

固定資産

有形固定資産

土地 39,574 50,395

その他（純額） 47,153 57,350

有形固定資産合計 86,727 107,746

無形固定資産

のれん 1,992 20,571

その他 7,291 18,358

無形固定資産合計 9,284 38,930

投資その他の資産

投資有価証券 145,011 144,401

その他 44,730 44,369

貸倒引当金 △1,795 △2,028

投資その他の資産合計 187,946 186,743

固定資産合計 283,958 333,420

資産合計 1,212,662 1,302,242
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 298,853 285,137

電子記録債務 30,749 29,317

短期借入金 68,470 114,505

コマーシャル・ペーパー - 10,000

１年内償還予定の社債 10,000 -

未払法人税等 4,972 11,667

賞与引当金 4,787 5,264

製品保証引当金 40 51

その他 49,280 47,955

流動負債合計 467,154 503,898

固定負債

社債 35,000 55,000

長期借入金 238,405 238,573

退職給付に係る負債 2,788 3,579

その他 36,362 45,091

固定負債合計 312,557 342,244

負債合計 779,711 846,143

純資産の部

株主資本

資本金 45,651 45,651

資本剰余金 1,468 1,532

利益剰余金 328,598 345,364

自己株式 △15,508 △20,419

株主資本合計 360,209 372,128

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 38,575 38,520

繰延ヘッジ損益 △13 2,523

土地再評価差額金 1,285 1,285

為替換算調整勘定 21,684 26,821

退職給付に係る調整累計額 5,739 5,447

その他の包括利益累計額合計 67,271 74,598

非支配株主持分 5,470 9,371

純資産合計 432,951 456,099

負債純資産合計 1,212,662 1,302,242
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（２）中間連結損益及び包括利益計算書

(単位：百万円)
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

売上高 1,279,141 1,476,934

売上原価 1,211,607 1,394,293

売上総利益 67,533 82,641

販売費及び一般管理費 39,816 45,828

営業利益 27,717 36,813

営業外収益

受取利息 1,933 1,836

受取配当金 1,343 1,536

持分法による投資利益 - 1,360

その他 1,069 1,121

営業外収益合計 4,346 5,856

営業外費用

支払利息 3,770 4,251

持分法による投資損失 2,746 -

為替差損 549 826

その他 1,141 1,853

営業外費用合計 8,207 6,930

経常利益 23,856 35,738

特別利益

投資有価証券売却益 123 -

特別利益合計 123 -

特別損失

投資有価証券売却損 197 -

投資有価証券評価損 - 227

特別損失合計 197 227

税金等調整前中間純利益 23,782 35,511

法人税等 7,685 12,152

中間純利益 16,097 23,358

（内訳）

親会社株主に帰属する中間純利益 16,734 23,007

非支配株主に帰属する中間純利益又は
非支配株主に帰属する中間純損失（△）

△637 350

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 4,081 △281

繰延ヘッジ損益 △372 2,536

為替換算調整勘定 △2,717 2,721

退職給付に係る調整額 59 △264

持分法適用会社に対する持分相当額 △2,184 2,218

その他の包括利益合計 △1,132 6,930

中間包括利益 14,964 30,289

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 15,957 29,709

非支配株主に係る中間包括利益 △993 580
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（３）中間連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純利益 23,782 35,511

減価償却費 4,539 4,905

のれん償却額 284 343

貸倒引当金の増減額（△は減少） △182 31

受取利息及び受取配当金 △3,276 △3,373

支払利息 3,770 4,251

持分法による投資損益（△は益） 2,746 △1,360

投資有価証券売却益 △123 -

投資有価証券売却損 197 -

投資有価証券評価損 - 227

売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） 15,103 5,845

棚卸資産の増減額（△は増加） 21,701 △22,206

仕入債務の増減額（△は減少） △15,939 △28,790

退職給付に係る資産又は負債の増減額 222 △52

その他 △1,035 △4,761

小計 51,789 △9,428

利息及び配当金の受取額 3,643 3,403

利息の支払額 △3,725 △4,231

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △12,616 △5,727

営業活動によるキャッシュ・フロー 39,091 △15,984

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △84 △0

定期預金の払戻による収入 136 4

有形固定資産の取得による支出 △2,187 △12,345

有形固定資産の売却による収入 649 25

投資有価証券の取得による支出 △6,217 △469

投資有価証券の売却及び償還による収入 512 166

連結範囲の変更を伴う子会社持分の取得による
支出

- △34,822

短期貸付金の純増減額（△は増加） △6,070 △608

長期貸付けによる支出 △2 △16

長期貸付金の回収による収入 10,437 36

その他 △190 △723

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,018 △48,752



阪和興業株式会社(8078) 2027年３月期 第２四半期（中間期）決算短信

8

(単位：百万円)
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △18,158 44,130

コマーシャル・ペーパーの純増減額
（△は減少）

- 10,000

長期借入れによる収入 5,000 -

長期借入金の返済による支出 △5,088 △81

社債の発行による収入 - 19,909

社債の償還による支出 - △10,000

自己株式の取得による支出 △4,163 △5,007

配当金の支払額 △4,860 △6,406

非支配株主への配当金の支払額 △100 △175

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の
取得による支出

△198 -

その他 △537 △566

財務活動によるキャッシュ・フロー △28,106 51,803

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,927 △2,904

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 9,892 △15,838

現金及び現金同等物の期首残高 65,263 85,505

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 2,751 4,411

現金及び現金同等物の中間期末残高 77,907 74,077
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（４）中間連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

当社は、2026年５月12日開催の取締役会決議に基づき、自己株式2,813,500株を取得しております。

この取得等により自己株式は、当中間連結会計期間において4,910百万円増加し、当中間連結会計期間末におい

て20,419百万円となっております。

（中間連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

（税金費用の計算）

税金費用については、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税金等調整前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税金等調整前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しておりま

す。ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、税金

等調整前中間純利益に一時差異に該当しない重要な差異等を加減した上で、法定実効税率を乗じて計算してお

ります。
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（セグメント情報等の注記）

Ⅰ 前中間連結会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)

１. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

報告セグメント

鉄鋼事業
プライマリー
メタル事業

リサイクル
メタル事業

食品事業
エネルギー・
生活資材事業

海外販売
子会社

計

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

売上高

外部顧客への売上高 523,639 100,827 125,551 71,066 183,634 212,853 1,217,573

セグメント間の内部

売上高又は振替高
17,026 8,224 1,860 511 2,318 32,475 62,417

計 540,666 109,051 127,411 71,578 185,953 245,329 1,279,990

セグメント利益又は

損失(△)
17,562 △1,222 249 1,848 3,969 2,722 25,129

その他

(百万円)

合計

(百万円)

調整額

(百万円)

中間連結損益
及び包括利益
計算書計上額

(百万円)

(注)１ (注)２ (注)３

売上高

外部顧客への売上高 61,567 1,279,141 － 1,279,141

セグメント間の内部

売上高又は振替高
1,612 64,029 △64,029 －

計 63,180 1,343,171 △64,029 1,279,141

セグメント利益又は

損失(△)
1,053 26,183 △2,326 23,856

(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、住宅資材事業及び機械事業等

を含んでおります。

２ セグメント利益又は損失の調整額△2,326百万円は、主に事業セグメントに帰属しない収益及び費用であ

ります。

３ セグメント利益又は損失は、中間連結損益及び包括利益計算書の経常利益と調整を行っております。

Ⅱ 当中間連結会計期間(自 2026年４月１日 至 2026年９月30日)

１. 報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

報告セグメント

鉄鋼事業
プライマリー
メタル事業

リサイクル
メタル事業

食品事業
エネルギー・
生活資材事業

海外販売
子会社

計

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

売上高

外部顧客への売上高 522,172 113,657 176,259 79,226 234,315 285,986 1,411,618

セグメント間の内部

売上高又は振替高
29,993 8,561 607 879 6,533 27,485 74,061

計 552,166 122,219 176,866 80,106 240,849 313,471 1,485,680

セグメント利益 16,566 1,883 4,601 1,809 8,643 3,142 36,646

その他

(百万円)

合計

(百万円)

調整額

(百万円)

中間連結損益
及び包括利益
計算書計上額

(百万円)

(注)１ (注)２ (注)３

売上高

外部顧客への売上高 65,316 1,476,934 － 1,476,934

セグメント間の内部

売上高又は振替高
1,922 75,984 △75,984 －

計 67,239 1,552,919 △75,984 1,476,934

セグメント利益 888 37,534 △1,796 35,738
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(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、住宅資材事業及び機械事業等

を含んでおります。

２ セグメント利益の調整額△1,796百万円は、主に事業セグメントに帰属しない収益及び費用であります。

３ セグメント利益は、中間連結損益及び包括利益計算書の経常利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの資産に関する情報

当中間連結会計期間において、ASSOCIATED STEEL GROUP, LLC.等の連結子会社化に伴い、前連結会計年度末に比

べ、「海外販売子会社」セグメントの資産が51,473百万円増加しております。なお、当該資産の金額は、当中間連

結会計期間末において取得原価の配分が完了していないため、暫定的に算定された金額であります。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（のれんの金額の重要な変動）

当中間連結会計期間において、ASSOCIATED STEEL GROUP, LLC.等の連結子会社化に伴い、「海外販売子会社」セ

グメントののれんが18,196百万円増加しております。なお、当該のれんの金額は、当中間連結会計期間末において

取得原価の配分が完了していないため、暫定的に算定された金額であります。

４. 報告セグメントの変更等に関する事項

（報告セグメントの区分方法の変更）

前第３四半期連結会計期間より、当社から連結子会社への株式譲渡による組織構造の変更に伴い、従来「鉄鋼事

業」に区分しておりましたCOSMOSTEEL HOLDINGS PTE. LTD.を「海外販売子会社」に変更しております。

なお、このセグメント変更に伴い、前中間連結累計期間のセグメント情報については、変更後の区分方法により

作成したものを記載しております。
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（重要な後発事象）

(㈱中山製鋼所の株式取得による持分法適用関連会社化)

当社は、2026年８月７日開催の取締役会において、㈱中山製鋼所が実施する第三者割当による株式発行を引

受けることを決議し、㈱中山製鋼所の株式を2026年10月２日付で取得したことに伴い、同社を持分法適用関連

会社としました。

１. 株式取得の目的

(1)鉄鋼原料分野における連携強化

(2)鉄鋼製品分野における販売・調達協力

(3)新電気炉プロジェクトに関する協力

(4)その他両社が合意する事業領域での協業

２. 株式取得する会社の概要

(1)名称 株式会社中山製鋼所

(2)所在地 大阪市大正区船町一丁目１番66号

(3)事業内容 鉄鋼、鉄鋼二次製品の製造・販売等

(4)資本金 21,941百万円

(5)設立年月日 1923年12月22日

３．取得した株式の数及び取得後の持分比率

(1)取得した株式の数 5,697,000株

(2)取得後の持分比率 20.48％（小数点以下第三位を四捨五入）

(3)取得原価 3,794百万円

(自己株式取得に係る事項の決定）

当社は、2026年11月６日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される

同法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項を決定することを決議いたしました。

詳細につきましては、2026年11月６日に公表いたしました「自己株式取得に係る事項の決定に関するお知ら

せ」をご参照ください。



2026年11月6日

 2027年3月期 中間連結決算ハイライト 
阪和興業株式会社

2027年3月期 中間決算の概要 (単位：億円　億円未満切捨て)
・

・
・

本年度中間決算は、非鉄金属や原油などの商品価格が高水準に推移したことにより、売上高は前年同期比15％増の１兆4,769億円となりまし
た。利益面では、主にエネルギー・生活資材事業やリサイクルメタル事業の利益率が改善したことなどにより、営業利益は前年同期比33％増
の368億円に、経常利益は前年同期比50％増の357億円に、親会社株主に帰属する中間純利益は前年同期比37％増の230億円となりました。
年間配当は66円（中間配当33円、期末配当33円）を予定しております。
当社は2026年４月１日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っております。前期以前の数値については、当該株式分割後の株式
数を基準とした金額を記載しております。

財 政 状 態 前期末 当中間期
前 期 比

主な要因
増 減 増減率

総 資 産 12,126 13,022 895 7% 

( 流 動 資 産 ) 9,287 9,688 401 4% 

増 減 増減率
経 営 成 績

前年同期比
主な要因

17% 

7,797 8,461 664 9% 負 債
当中間期

（累計）

前中間期

（累計）

3,529 815 

( 固 定 資 産 ) 2,839 3,334 494 

30% 

0.6/0.5*倍 0.8/0.7*倍 0.2倍 ― 

　(グロス有利子負債) 3,570 4,272 701 20% 

売 上 総 利 益 675 826 151 22% 　NｅｔＤＥＲ

純 資 産

(売上高)
非鉄金属や原油などの商品価格が高水準に推移したことにより、前年同
期比15％増の１兆4,769億円となりました。

(販管費)
前年同期比で60億円（新規連結子会社の影響額は16億円）の増加でし
た。その内、人件費は26億円（新規連結子会社の影響額は９億円）の増
加でした。

(営業外損益)
営業外収益は15億円増加、営業外費用は12億円減少しました。
経常利益に対する主な影響は以下の通りです。
　持分法投資利益　　　：前年同期比で41億円の増加
　支払利息　　　　　　：前年同期比で４億円の増加
  為替差損　　　　　　：前年同期比で２億円の増加

(特別利益)
　投資有価証券売却益　：前年同期比で１億円の減少

(特別損失)
　投資有価証券売却損　：前年同期比で１億円の減少
  投資有価証券評価損　：当期において２億円の発生

　(ネット有利子負債)売 上 高 12,791 14,769 1,977 15% 

営 業 利 益 277 368 90 

自 己 資 本

特 別 利 益 1 ― △1 ― 

745 73 

Ｂ Ｐ Ｓ 2,197.63円 2,329.18円 131.55円 

販 管 費 398 458 60 15% 
( 株 主 資 本 )

営 業 外 収 益 43 58 15 35% 　(非支配株主持分)

33% 　(その他の包括利益累計額)

キャッシュ･フロー

4,274 4,467 192 

前年同期比

5% 

経 常 利 益 238 357 118 50% 自己資本比率

営 業 外 費 用 82 69 △12 △16% 

前中間期

（累計）

当中間期

（累計）
主な要因

増 減 増減率

35.3/37.3*% 34.3/36.2*% △1.0pt ― 

(総資産)
棚卸資産や売上債権の増加などにより、前期末比
７％増となりました。

(負債)
短期借入金や社債の増加などにより、前期末比
９％増となりました。
有利子負債は20％増加し、Net DERは0.8倍（*0.7
倍）となりました。

(純資産)
親会社株主に帰属する中間純利益からの利益剰余
金の積み上がりや為替換算調整勘定の変動などに
より、前期末比５％増となりました。自己資本比
率は、前期末比1.0ポイント減少の34.3％
（*36.2％）となりました。
(*ハイブリッドローン考慮後のNet DER及び自己
資本比率)

71% 54 93 39 

3,602 3,721 119 3% 

11% 

4,329 4,560 231 5% 

2,714 

6% 

672 

390 △159 △550 ― (営業CF)
仕入債務の減少や棚卸資産の増加によるもの
(投資CF)
連結範囲の変更を伴う子会社持分や有形固定資産の
取得によるもの
(財務CF)
短期借入れや社債の発行によるもの

税引前中間純利益 237 355 117 49% 

特 別 損 失 1 2 0 15% 

営業活動によるＣＦ

投資活動によるＣＦ △30 △487 △457 ― 
法 人 税 等 76 121 44 58% 

財務活動によるＣＦ △281 518 799 ― 
中 間 純 利 益 160 233 72 45% 

現金及び現金同等物 779 740 △38 △5% 親会社株主帰属分 167 230 62 37% 

【四半期業績推移】
Ｅ Ｐ Ｓ 83.58円 119.15円 35.57円 43% 

非支配株主帰属分 △6 3 9 ― 
【売上高推移】

主な要因
前中間期 当中間期 増減率 前中間期 当中間期 増減率

中 間 包 括 利 益 149 302 153 102% 

セグメントの状況
売  上  高 セグメント損益(経常損益)

△6% （鉄鋼）
鋼材取引が拡大したことや、新規連結子会社の業績が寄与したことなど
が収益を押し上げました。一方、大型工事物件の進捗が減少したことなど
が利益を押し下げました。
（プライマリーメタル）
銅価格が前年同期比で上昇したことなどが収益を押し上げました。また、
SAMANCOR CHROME HOLDINGS PROPRIETARY LTD.からの持分法に
よる投資損益が黒字に転じたことが利益を押し上げました。
（リサイクルメタル）
アルミやマイナーメタルなどの主要取扱商材の相場が高水準で推移した
ことや、これら商材の需給環境が変化する中でも安定的な取引数量を確
保したことなどが収益・利益を押し上げました。
（食品）
外食産業向け販売が好調に推移したことや新規連結子会社の業績が寄
与したことなどが収益を押し上げました。一方、主にサケの取扱数量が減
少したことなどが利益を押し下げました。
（エネルギー・生活資材）
原油価格が高値で推移したことや、需給環境が不安定な中においても一
部化成品の取扱数量を維持したことなどが収益・利益を押し上げました。
（海外販売子会社）
東南アジアで鋼材や非鉄金属原料の販売数量が増加したことなどが収
益・利益を押し上げました。

プライマリー
メ タ ル

1,090 1,222 12% △12 18 ― 

食 品

鉄 鋼 5,406 5,521 2% 175 165

715 801 12% 18 18 △2% 

118% 

海外販売子会社

【親会社株主に帰属する当期純利益推移】 【有利子負債推移】
リ サ イ ク ル
メ タ ル

1,274 1,768 39% 2 46 ― 

2,453 3,134 28% 27 31 15% 

エネルギー・
生 活 資 材

1,859 2,408 30% 39 86

46% 

そ の 他 631 672 6% 10 8 △16% 

報告セグメント計 12,799 14,856 16% 251 366

当期予想合 計 13,431 15,529 16% 261 375 43% 対前期増減率
今期の見通し 前期実績

今期業績
予想

配当の状況 前々期実績 前期実績

Ｐ Ｌ 計 上 額 12,791 14,769 15% 238 357 50% 

― 
売 上 高

調 整 額 △ 640 △ 759 ― △ 23 △ 17

営 業 利 益 584 700 20% 期 末 24.00円 

21.00円 25.00円 33.00円 26,626 30,000 13% 中 間 期

33.00円 33.00円 

18% D O E 3.0% 3.4% 3.6% 

* DOE（株主資本配当率）＝配当総額÷期首株主資本

トピックス

6月

8月

・組織再編に伴い、完全子会社であるHKGトレーディング株式会社を分割会社とする会社分割を実施。

・株式会社中山製鋼所と資本業務提携契約を締結。

・米国ASSOCIATED STEEL GROUP, LLC.の持分取得（連結子会社化）。
親会社株主に帰属す
る 当 期 純 利 益

382 450 

経 常 利 益 522 650 24% 年 間 配 当 45.00円 58.00円 66.00円 

*前第３四半期連結会計期間より、当社から連結子会社への株式譲渡による組織構造の変更に伴い、従来「鉄鋼事業」に区分しておりましたCOSMO STEEL HOLDINGS PTE. LTD.を「海外販売子会社」に変更しております。
 なお、前年同期比較につきましては、変更後の区分方法に基づき行っております。

*
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